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応
募
資
格

○
農
業
に
関
す
る
識
見
を
有
す
る
人

○
農
地
等
の
利
用
の
最
適
化
の
推
進

に
関
す
る
事
項
、
そ
の
他
の
農
業

委
員
会
の
所
掌
に
関
す
る
事
項
に

関
し
、
そ
の
職
務
を
適
切
に
行
う

こ
と
が
で
き
る
人

○
市
が
設
置
す
る
他
の
付
属
機
関
な

ど
の
委
員
で
な
い
人

○
原
則
、
市
内
に
住
所
を
有
す
る
人

※
農
業
委
員
候
補
者
に
関
し
て
、
農

業
委
員
会
法
第
８
条
第
５
項
で
農

業
委
員
の
過
半
は
認
定
農
業
者
で

あ
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す

任
期

農
業
委
員

７
月
20
日
か
ら
平
成
32

年
７
月
19
日
ま
で
の
３
年
間

農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員

農
業

委
員
会
の
委
嘱
に
よ
り
、
７
月
ご

ろ
か
ら
平
成
32
年
７
月
19
日
ま
で

※
兼
務
は
で
き
ま
せ
ん

定
員

農
業
委
員

15
人

農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員

35
人

応
募
方
法

推
薦(

３
人
以
上
の
個

人
ま
た
は
団
体)

、
ま
た
は
応
募

に
よ
り
、
農
業
委
員
会
事
務
局(

市

役
所
２
階)

へ
必
要
書
類
を
持
参
、

も
し
く
は
郵
送(

２
月
10
日(

金)

必
着)

し
て
く
だ
さ
い

※
必
要
書
類
は
農
業
委
員
会
事
務
局

窓
口
で
交
付
し
ま
す
。
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
も
可

能
で
す

応
募
期
間

１
月
10
日(

火)

か
ら
２

月
10
日(

金)

ま
で
の
午
前
８
時
30

分
〜
午
後
５
時
15
分

※
土
・
日
曜
日
を
除
く

報
酬

沼
田
市
特
別
職
の
職
員
で
非

常
勤
の
も
の
の
報
酬
お
よ
び
費
用

弁
償
に
関
す
る
条
例
に
基
づ
き
支

給
さ
れ
ま
す

公
表

応
募
期
間
の
中
間
や
終
了
後

に
、
候
補
者
の
氏
名
、
職
業
、
年

齢
な
ど
の
情
報
を
、
市
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
な
ど
に
公
表
し
ま
す

候
補
者
の
選
考

推
薦
や
公
募
に
よ

る
候
補
者
の
総
数
が
定
数
を
超
え

た
場
合
、
ま
た
は
市
長
や
農
業
委

員
会
が
必
要
と
認
め
た
場
合
は
、

「
沼
田
市
農
業
委
員
会
委
員
候
補

者
評
価
委
員
会
」も
し
く
は「
沼
田

市
農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員
候

補
者
評
価
委
員
会
」に
よ
り
、
そ

れ
ぞ
れ
の
候
補
者
を
選
考
し
ま
す

問
い
合
わ
せ

農
業
委
員
会
事
務
局

1
内
線
３
２
４
０
へ

家
賃

１
万
６
８
０
０
円
〜
３
万
１

０
０
円

申
し
込
み
資
格

現
に
住
宅
に
困
窮

し
て
い
る
人
／
市
税
を
滞
納
し
て

い
な
い
人
／
申
込
者
、
ま
た
は
同

居
し
よ
う
と
す
る
親
族
が
暴
力
団

員
で
な
い
人
／
同
居
予
定
の
親
族

が
い
る
人
／
世
帯
全
員
の
収
入
総

額
が
基
準(

月
額
15
万
８
０
０
０

円
以
下)

で
あ
る
こ
と

※
申
込
者
や
同
居
者
の
所
得
に
よ
っ

て
入
居
の
制
限
が
あ
り
ま
す

申
し
込
み

申
込
用
紙
な
ど
は
、
建

設
課
営
繕
住
宅
係
で
配
布
し
ま
す

※
書
類
審
査
や
実
態
調
査
な
ど
を
行

い
ま
す

そ
の
他

連
帯
保
証
人
１
人(

県
内

在
住
で
入
居
者
と
同
等
以
上
の
収

入
が
あ
る
人)

／
敷
金
３
カ
月(

入

居
時
の
家
賃
で
算
定)

／
ペ
ッ
ト

不
可

問
い
合
わ
せ

建
設
課
営
繕
住
宅
係

1
内
線
４
２
１
６
・
４
２
１
７
へ

9

市
営
住
宅
入
居
者
募
集

コミュニティ助成事業
(自主防災組織育成)
コミュニティ助成事業とは、(一財)自治総

合センターが、宝くじの社会貢献広報事業と

して、自主防災組織の育成やコミュニティ活

動備品の整備などに対して助成を行い、地域

社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与す

るために実施している事業です。

川田地区自主防災会(旭地区)では、本事業

を活用して、旭地区住民センター敷地内へ防

災倉庫を整備しました。

今後、この倉庫に防災資機材を保管してお

くことで、地域の防災力強化が図られます。

問い合わせ 防災対策課防災係1内線３３６

２へ

対象住宅
団地名

大楊

老神

輪組

多那

大原

1

2

1

4

3

4DK

3DK

4DK

4DK

2LDK

75.9㎡

63.6㎡

76.6㎡

76.6㎡

73.2㎡

平成４年

平成４年

平成６年

平成６年

平成７年

木造
２階建て

公共下水道
浴槽

公共下水道
浴槽

公共下水道
浴槽

農業集落排水
浴槽

農業集落排水
浴槽

中層耐火
４階建て
木造
２階建て

木造
２階建て
準耐火
２階建て

規模 面積 構造 その他建築年度戸数

■人件費の状況（普通会計決算）

■職員給与費の状況(普通会計決算)

■職員の平均給料月額、平均年齢などの状況

区分

平成27年度
H28.3.31
50,140人

万円
2,275,351

万円
400,323

％
17.6

％
17.7

％
25.0

住民基本
台帳人口

歳出額Ａ 人件費Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

26年度の
人件費率

経常的一般財源
人件費率

区分

区分
一般行政職

平均給料月額

339,657円 401,284円 43.7歳

344,600円 414,934円 43.7歳

平均給与月額 平均年齢

技能労務職

平均給料月額

307,800円 347,026円 49.3歳

339,700円 372,004円 50.9歳

平均給与月額 平均年齢

沼田市

群馬県

平成27年度
人

392
万円

159,497
万円

24,333
万円

61,480
万円

245,310
万円
626

職員数Ａ
給料

給与費

職員手当 期末勤勉手当 計Ｂ

１人当たり
給与費Ｂ／Ａ

※人件費には、市長・副市長・市議会議員などの特別職の給料、報酬
なども含まれています

※職員手当には、退職手当を含みません

※平均給与月額は、平均給料月額と職員手当(期末手当・勤勉手当・
寒冷地手当を除く)の合計額です

区分

一般行政職

大学卒

短大卒

高校卒

高校卒

沼田市

176,700円

157,300円

144,600円

144,600円

群馬県

181,800円

147,900円

143,500円技能労務職

区分 沼田市(平成27年度支給割合) 群馬県(平成27年度支給割合)

期末手当
勤勉手当

退職手当

地域手当
前橋市に勤務する職員に対し、給料の３％を支給
東京都特別区に勤務する職員に対し、給料の20％を支給

特　　殊
勤務手当

平成27年度
(９種類)

支 給 総 額
職員全体に占める支給職員の割合
支給職員１人当たり支給年額

1,437千円
20.4％

15,791円

(支給率） 沼田市

自己都合

20.445

29.145

41.325

49.59

月分

月分

月分

月分

20.445

29.145

41.325

49.59

月分

月分

月分

月分

25.55625

34.5825

49.59

49.59

月分

月分

月分

月分

25.55625

34.5825

49.59

49.59

月分

月分

月分

月分

早期・定年 自己都合 勧奨・定年

群馬県

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

その他の
加算措置

定年前早期退職特例措置
(3%～45%加算)

定年前早期退職特例措置
(2%～20%加算)

１人当たり平均支給額(平成27年度)
1,533千円
期末手当　 勤勉手当
2.60月分　 1.60月分
(1.45月分)  (0.75月分)

※( )内は、再任用職員に係る支給割合
職制上の段階、職務の級などに
よる加算措置
役職加算　　　　 ５～15％

１人当たり平均支給額(平成27年度)
1,761千円
期末手当　 勤勉手当
2.60月分　 1.60月分
(1.45月分)  (0.75月分)

※( )内は、再任用職員に係る支給割合
職制上の段階、職務の級などに
よる加算措置
役職加算　　　　 ５～20％
管理監督者加算　 10～25％

時 間 外
勤務手当

扶養手当

１　配偶者・・・・・・・・・・・・・・・・・13,000円
２　配偶者以外の扶養親族・・・・・・・１人　 6,500円
配偶者がない場合・・・・・・・・・１人目11,000円
特定年齢にある子・・・・・・・・・１人　 5,000円加算

１　借家・借間の場合(家賃12,000円を超える場合)
家賃の額に応じて27,000円を限度に支給

１　交通機関を利用する場合
定期代相当額を支給(55,000円が限度)

２　交通用具を使用する場合
使用距離などに応じて支給(2,000円～31,600円)

部長級　63,468円(77,400円から18％減額)
課長級　52,955円(62,300円から15％減額)
課長補佐級　45,136円(49,600円から9％減額)

世帯区分に応じて次のとおり　　　　 ４級地
扶養親族のある世帯主　　　　　　89,000円
扶養親族のない世帯主　　　　　　51,000円
その他の職員　　　　　　　　　　36,800円

住居手当

通勤手当

寒冷地
手　当

管理職
手　当

平成27年度
支 給 総 額
職 員 １ 人 当 た り 支 給 年 額

137,882千円
373千円

平成26年度
支 給 総 額
職 員 １ 人 当 た り 支 給 年 額

116,449千円
333千円

区分 給料月額など 期末手当

給料
市　　長
副 市 長

715,000円
606,000円

383,000円
330,000円
322,000円

(平成27年度支給割合)
６月期　1.875月分 12月期　2.275月分

計 4.15月分

(平成27年度支給割合)
６月期　1.875月分 12月期　2.275月分

計 4.15月分

議　　長
副 議 長
議　　員

報酬

一
般
行
政
部
門

特別行
政部門

公営
企業
など

※職員数は一般職に属する職員数で、地方公務員の身分を保有
する休職者、派遣職員などを含み、臨時・非常勤職員を除い
ています

区分

部門

議　　会

総　　務

税　　務

民　　生

衛　　生

労　　働

農林水産

商　　工

土　　木

小　　計

教　　育

小　　計

水　　道

下 水 道

そ の 他

小　　計

5

87

34

62

32

1

26

23

46

316

82

82

12

7

27

46

444

5

89

34

62

31

1

23

26

43

314

78

78

11

6

27

44

436

5

87

32

60

30

1

20

26

43

304

76

76

9

6

25

40

420

△2

△1

△5

△1

△3

2

△1

△11

△3

△3

2

△3

△1

△15

2

△1

△3

3

△3

△2

△4

△4

△1

△1

△2

△8

△2

△2

△2

△1

△3

△10

△2

△2

△2

△2

△4

△16

平成26年 平成27年 平成28年 平成26年 平成27年 平成28年

職員数 対前年増減数

合　　　　計

市職員や特別職の給与、職員数などの状況について、市民の皆さんに、より一層のご理解をいただけるよう、次のとお
りお知らせします。さらに詳しい内容については、４月に市ホームページへ掲載する予定です。

■職員の初任給の状況

■職員手当の状況(企業職を除く全職種)

■特別職の報酬などの状況

■定員の状況

(平成28年４月１日現在)

(平成28年４月１日現在) (平成28年４月１日現在)

(各年４月１日現在　単位：人)

(平成28年４月１日現在)

市職員の給与、定員などの状況
問い合わせ　総務課職員係1内線３２１５

農
業
委
員
・
農
地
利
用
最
適

化
推
進
委
員
を
募
集
し
ま
す

農
業
委
員
会
等
に
関
す
る
法
律
の
改
正
に
伴
い
、
農
業
委
員
の
選
出
方
法

が
公
職
選
挙
法
に
基
づ
く
公
選
制
か
ら
、
推
薦
・
公
募
に
よ
り
、
市
長
が
市

議
会
の
同
意
を
得
て
任
命
す
る
任
命
制
に
な
り
ま
し
た
。
併
せ
て
、
担
当
地

域
内
の
農
地
の
利
用
最
適
化
の
推
進
を
図
る
た
め
、
新
た
に
農
地
利
用
最
適

化
推
進
委
員
を
設
置
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
伴
い
、
農
業
委
員
と
農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員
を
募
集
し
ま
す
。


